
環境関連活動に関する基本的な考え方

太陽誘電は、企業の社会的責任を果たし、永続的に発展

していく企業を目指しています。環境に関する取り組みは、

太陽誘電が果たすべき重要な社会的責任の1つであると認

識しています。このため、太陽誘電は、環境基本理念「かけ

がえのない地球を将来の世代に引き継ぐため製品の研究、

開発・設計、原材料の調達、製造、販売、付随するサービス

その他あらゆる事業活動における環境負荷を低減します。」

のもと、グローバルな視野に立って環境影響の改善に取り

組んでいます。

安全と環境に対する推進体制

太陽誘電は、社長執行役員から任命される安全・環境担

当役員をグループ全体の統括責任者とし、安全・環境マネ

ジメントシステムの推進体制を構築し、運用しています。「安

全・環境MS委員会」「環境推進委員会」において、方針や取

り組むべき課題を協議、決定し、決定事項を拠点の責任者

が具体化し、拠点内に伝達・徹底、推進しています。

※1 MS=マネジメント・システム
※2 HQ=ヘッドクオーター
※3 安全衛生委員会には会社側と労働者側の代表者を選出

社長執行役員

安全・環境MS※1

委員会

環境推進委員会 安全環境HQ※2

  安全・環境MS※1の取り組みに関す
る意思決定機関
グループ全体の活動方針・目標など
を協議、決定

  グループ全体の活動をとりまとめ
る責任者

  グループ全体の活動を
推進する部門

  GHG・廃棄物・水削減に関するテー
マを協議、主査する機関

  各拠点の意思決定機関
  テーマに応じて下部組織に専門部会
を設置
  安全衛生委員会では法で定められた
事項を調査、審議

安全・環境担当役員

太陽誘電（株）各事業所

安全・環境推進事務局

各部門

安全衛生委員会※3

環境対策委員会

国内関連会社

安全・環境推進事務局

各部門

安全衛生委員会※3

環境対策委員会

海外関連会社

安全・環境推進事務局

各部門

安全衛生委員会※3

環境対策委員会

  各拠点の活動を推進する事務局

環境関連活動E
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環境中期目標について

太陽誘電は、環境対応におけるマテリアリティ（重要課題）

として「気候変動への対応強化」と「資源の有効活用と循環

型社会構築への貢献」を設定しました。特に地球規模の課題

である気候変動に対し、カーボンニュートラルを目指した環

境中期目標を策定しています。目標達成のために、脱炭素思

想に基づくものづくりを推進する中で、徹底した省エネ・創

エネ・再エネを実行していきます。

環境中期目標と達成状況
https://www.yuden.co.jp/jp/sustainability/environment/materiality/

事業活動と環境の関係

太陽誘電は、主に電子部品を生産し、顧客であるセット

メーカーへ納入しています。電子部品はライフサイクルとし

て見た場合、使用時における環境影響は小さく、その大半

は生産時におけるものです。生産時に発生する主な環境影

響としては、エネルギー使用や水使用、製造に伴って生じる

排気（CO2を含む）、廃水、廃棄物などがあげられます。

太陽誘電は、こうした環境影響を細かく把握・分析する

とともに、投入する資源の極小化やプロセス改善による省

エネルギー・省資源など、様々な施策を講じて環境影響の

改善に努めています。また、太陽誘電の製品は電気・電子

機器や自動車などに使用されており、それらの商品の寿命

が尽きた時点で廃棄物となることから、製品中の有害物質

の除去についても対応を図っています。

気候変動への取り組み

TCFD提言への取り組み

頻発する風水害など気候変動が社会に及ぼす影響が甚

大になる中で、脱炭素社会の実現に向けて企業が果たすべ

き役割はより重要なものとなっており、気候変動への対応

強化を重要な経営課題として捉えています。

太陽誘電は、地球規模の課題である気候変動について、

カーボンニュートラルを目指すため、脱炭素思想に基づく

ものづくりを推進する中で、徹底した省エネ・創エネ・再エ

ネを実行していきます。なお、GHG排出絶対量削減はSBT※

（Science Based Targets）に準じた目標値を設定し、2024年

度にSBTiからNear-Term Targetの認定を受けました。国際

的な目標達成への貢献を目指し、幅広いステークホルダー

との協働を通して排出削減に取り組み、TCFDに沿った情報

開示の拡充を行います。

※ SBTとは、科学的根拠に基づいた目標設定のこと。2015年に定められたパリ
協定が求める水準と整合した5～10年後を目標年として企業が設定する温室
効果ガス排出削減目標を示す。

太陽誘電は、SDGsやパリ協定で示された環境に関する国際的な目標達成への貢献を目指すとともに、気

候関連財務情報開示の重要性を認識し、TCFDに賛同、関連する情報開示を進めています。
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